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＜４月20日（日）全体会＞  

【奈良春日野国際フォーラム甍～Ｉ・ＲＡ・ＫＡ～ 別館２階会議室５・６】 

 12：15 受  付 

      ありったけの現場力 ～水の恵み、つなぐ想い～ 

      きしまきチャンネル 「きしまき社会見学下水処理場編」 

 13：00 開  会 

      開会あいさつ 

      議長団選出  

      主催者あいさつ  岩本 匡修  公営企業評議会議長 

      来 賓あいさつ  木村ひとみ  自治労本部副中央執行委員長 

      来 賓あいさつ  桐木 正明  自治労奈良県本部執行委員長 

 13：25 基調講演 

      「水みんフラと水みんフラ卓越人材・チーム」 

       水ジャーナリスト 橋本 淳司 様 

 14：40 休  憩 

 14：50 特別講演 

      「私たちの水 ― 人口減少時代の持続可能性に向けて」 

       一般社団法人 水の安全保障戦略機構 

       特定非営利活動法人 日本水フォーラム 桑原 清子 様 

 16：00 休  憩 

 16：10 単組報告 

      「奈良県広域水道企業団について」 

       生駒市職員労働組合 鈴木 満也 さん 

 16：20 基調提起・質疑応答（福永局長） 

 16：55 ま と め 岩本議長 

 17：00 休  会 

 18：00～20：00 交流会（奈良ホテル） 
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(２) 交流会 
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1 

基調提起 

１、はじめに 

2024 年１月１日能登半島沖地震での災害による断水や下水道の破損で多くの

自治体から応援給水や下水道復旧による応援派遣がありました。今もなお復興・

復旧に向けて長期での職員派遣が行われている現状にあります。そのような中、

2025 年は穏やかな年を迎えましたが、１月 28 日に埼玉県・八潮市で下水道管路

破損による道路陥没事故が起こりました。インフラ整備は、日々の暮らしの中で

あまり意識されていない。今回の陥没事故の経験からひとたび事故が起これば

今回のように下水が溢水し公衆衛生が悪化することは明らかである。必要不可

欠な公共サービスを提供しているにも関わらず事故などない限り意識されない。

老朽化するインフラ整備に対して住民への関心が高まっています。健全な水循

環や「水は公共のものである」ということと、新たな水循環基本計画にもあると

おり安定した水供給の確保の必要性を幅広くＰＲすることが重要であります。 

改めて、あらたな水循環基本計画私たち自治体職場で働く公営企業職員は、将

来にわたり持続可能な住民の生活の基盤であるライフライン事業を公共サービ

スとして「安全・安定・安心」に提供しなければならない義務があります。しか

し通常業務においても各事業体の職員数が不十分であります。さらに「技術職員

の採用募集を実施しても応募が少ない」現状があり、人材育成を含めた技術の継

承が厳しいことが喫緊の課題であります。能登半島地震での災害や八潮市で起

こった事故の対応などは極めて困難で小規模な事業体ほどより深刻な状況にあ

ります。 

今後、人口減少などに伴う需要の減少や施設の耐震化や老朽化に伴う更新費

用など各事業の政策を理解し、自らの勤務労働条件を向上させ、頻発する自然災

害の発生時でも組合員が経験と知識を発揮し、即対応できるよう危機管理体制

の整備とともに技術継承するための公企職員の人員確保並びに人材育成をする

ことが今後重要であります。 

ユーチューブで配信している「ありったけの現場力～水の恵み、つなぐ想い～」

を是非あらゆる場面において活用をお願いします。 

 

総務省が 2024 年９月 30 日に発表した「令和 5年度地方公営企業決算の概要」以下パワーポイント参照、 

 

２、取り巻く環境の変化 

トランプ米政権は同盟国や友好国に対しても例外なく関税による圧力をかけ

るなど、アメリカの利益を最大限引き出そうとする姿勢を前面に推し出してい

ます。こうした動きに対し、EU をはじめとした各国は報復関税処置の発動を示

唆するなど今後、貿易摩擦が一段と激しくなり、世界経済への影響も懸念されま
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基調提起 

１、はじめに 

2024 年１月１日能登半島沖地震での災害による断水や下水道の破損で多くの

自治体から応援給水や下水道復旧による応援派遣がありました。今もなお復興・

復旧に向けて長期での職員派遣が行われている現状にあります。そのような中、

2025 年は穏やかな年を迎えましたが、１月 28 日に埼玉県・八潮市で下水道管路

破損による道路陥没事故が起こりました。インフラ整備は、日々の暮らしの中で

あまり意識されていない。今回の陥没事故の経験からひとたび事故が起これば

今回のように下水が溢水し公衆衛生が悪化することは明らかである。必要不可

欠な公共サービスを提供しているにも関わらず事故などない限り意識されない。

老朽化するインフラ整備に対して住民への関心が高まっています。健全な水循

環や「水は公共のものである」ということと、新たな水循環基本計画にもあると

おり安定した水供給の確保の必要性を幅広くＰＲすることが重要であります。 

私たち自治体職場で働く公営企業職員は、将来にわたり持続可能な住民の生

活の基盤であるライフライン事業を公共サービスとして「安全・安定・安心」に

提供しなければならない義務があります。しかし通常業務においても各事業体

の職員数が不十分であります。さらに「技術職員の採用募集を実施しても応募が

少ない」現状があり、人材育成を含めた技術の継承が厳しいことが喫緊の課題で

あります。能登半島地震での災害や八潮市で起こった事故の対応などは極めて

困難で小規模な事業体ほどより深刻な状況にあります。 

今後、人口減少などに伴う需要の減少や施設の耐震化や老朽化に伴う更新費

用など各事業の政策を理解し、自らの勤務労働条件を向上させ、頻発する自然災

害の発生時でも組合員が経験と知識を発揮し、即対応できるよう危機管理体制

の整備とともに技術継承するための公企職員の人員確保並びに人材育成をする

ことが今後重要であります。 

ユーチューブで配信している「ありったけの現場力～水の恵み、つなぐ想い～」

を是非あらゆる場面において活用をお願いします。 

 

総務省が 2024 年９月 30 日に発表した「令和 5年度地方公営企業決算の概要」以下パワーポイント参照、 

 

２、取り巻く環境の変化 

トランプ米政権は同盟国や友好国に対しても例外なく関税による圧力をかけ

るなど、アメリカの利益を最大限引き出そうとする姿勢を前面に推し出してい

ます。こうした動きに対し、EU をはじめとした各国は報復関税処置の発動を示

唆するなど今後、貿易摩擦が一段と激しくなり、世界経済への影響も懸念されま

す。また、こうした高関税政策はアメリカ経済にも過度なインフレを招き、経済
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１)「ひと」については公営企業職員が、この間、過度な民間への業務委託や予

算不足でそれを補うための無理な職員の削減、退職不補充などの影響により

大幅に減少している。 
2)「もの」については現在の施設・管路の老朽化が進んでいる。 
3)「かね」については人口減少による料金収入が減っている。 
この３つの「減」が大きく影響していていっそう現状を厳しくしている。 
①人口減少や節水社会などによる料金収入の減少と資金不足による老朽化・

耐震化対策の遅れ、②部署統合や退職者の不補充により職員削減が進められ、無

計画な職員採用による職員配置と短期間で繰り返される事業外への人事異動に

よる技術継承を含めた人材育成ができないこと、③電気・ガス事業の自由化に伴

う地域エネルギーの安定供給と取引価格への影響、④現政権がインセンティブ

を付してまで優先的検討を推奨している官民連携（特にウォーターPPP 含むコン

セッション方式導入）の推進、⑤都道府県を中心に進めている上・下水道事業そ

れぞれでの広域連携（施設の共同化など広域化）があります。 

 

４、各事業の主な政策課題 

私たち公営企業評議会は、住民の方への安定的な事業運営を追求し、公営企業

労働者の労働環境改善と労働条件向上のため、現状の課題を認識する必要があ

ります。特に、今後の人口減少は、公共サービスを維持していくうえで費用やサ

ービスが担い手の確保に直結した課題であることから具体的な対応を検討して

いく必要があります。 

(1)水道事業 

2024 年４月１日より厚生労働省より水道行政の大部分を国土交通省に移管し、

うち水道水質基準の策定等は環境省が所管し１年が経過しました。水道事業は、

原則料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本に、住民生活に欠かせない

ライフライン事業を整備し、公共サービスとして提供する役割を担っています。

今日の水道事業は、施設の大量更新期を迎えると同時に、耐震性強化によるライ

フライン機能の向上や給水人口減少に対応した資産規模の適正化等が求められ

ており、計画的に改良・更新を行う必要があるなど多くの課題を抱えています。

このような状況の中、総務省において、中長期の経営見通しに基づく経営基盤の

強化が必要であるとした上で、当面取り組むべき方策として「水道広域化推進プ

ラン」による広域化の推進」と「適切なアセットマネジメントに基づく着実な更

新投資の促進」について提言がなされています。 

水道事業の中には、人口減少、施設の老朽化等により経営環境が厳しさを増す

中で、経営規模、財源、技術力が不足しているなどの理由により、水道事業が直

面する様々な課題について、十分な対応をすることが困難と見受けられる事業

2 

を強くするどころか、景気後退につながりかねない懸念もあります。国内におい

て連合春闘では、先行大手組合の賃上げが２年連続５％を超える結果となって

います。一方中小組合においては賃上げ率５％を超えて以降、その後も維持して

検討しているものの、方針で掲げた６％以上を上回る結果にはなっておらず、大

手組合との格差は依然として是正されていません。エネルギー価格の高騰や原

材料への価格転嫁など含めて物価上昇は今もなお続いています。地方公営企業

の収入の中心である料金は、住民等の使用量により算定されています。これまで、

人口増加や企業経済活動による需要拡大を前提として見通しが立てられてきま

したが、すでに国内での人口減少は進んでおり、さらに少子化・高齢化による過

疎や人口減少が進んでいます。人口減少による使用量の減少や企業による節水

や節電が進行し、企業内での循環利用や自家エネルギーの確保、住宅等での節水

や節電機器の普及により使用量の減少も進んでおり、各事業の需要見通しと現

状は大きくかけ離れた利用状況となっています。これにより、今後の料金収入は

さらに減少が進んでいくことが見込まれます。 

さらに、戦後の日本は、高度経済成長期も含め人口の増加や企業経済活動の需

要拡大が続いてきたことから、インフラ事業拡大による地方公営企業も施設の

新設や更新など設備への集中的な投資を行ってきました。 

現在は維持管理の時代に入っている中で、耐用年数に達する老朽化施設が急

激に増えてきています。近年、設備の更新には多額の費用がかかり、今後 40 年

間で３割以上の人口減少も見込まれており、料金収入の減少も加速するなか、更

新費用の確保や施設更新の計画・設計を行う職員の確保が課題となっています。

そのため、国は積極的に官民連携の手法の一つであるウォーターPPP の導入を推

し進めようとしています。 

また、近年全国各地で頻発する地震や集中豪雨による災害によって施設の運

転や設備に重大な影響が出ました。被災自治体では、早期復旧に向けての対応や

早期供給再開に向けた対応に追われ、他の団体からの応援給水の支援体制の受

け入れについても対応に追われました。今後、実効性のある対応ができているか

検証や見直しが急務となっています。 

このような各事業に対して、現政権は「経営戦略」や「経済財政運営等諮問会

議」、「資本主義実現会議」などにおいて、事業譲渡や事業廃止、民間活用も含め

た地方公営企業の抜本的改革を推進し、民間資金の活用や人材の確保を積極的

に優先的に検討するように仕向けています。 

 

３、現状の課題 

公営事業として「安全・安心・安定」な公共サービスを持続する責務がある中

で、全国共通の課題として「ひと・もの・かね」が不充分である。 
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3 

１)「ひと」については公営企業職員が、この間、過度な民間への業務委託や予

算不足でそれを補うための無理な職員の削減、退職不補充などの影響により

大幅に減少している。 
2)「もの」については現在の施設・管路の老朽化が進んでいる。 
3)「かね」については人口減少による料金収入が減っている。 
この３つの「減」が大きく影響していていっそう現状を厳しくしている。 
①人口減少や節水社会などによる料金収入の減少と資金不足による老朽化・

耐震化対策の遅れ、②部署統合や退職者の不補充により職員削減が進められ、無

計画な職員採用による職員配置と短期間で繰り返される事業外への人事異動に

よる技術継承を含めた人材育成ができないこと、③電気・ガス事業の自由化に伴

う地域エネルギーの安定供給と取引価格への影響、④現政権がインセンティブ

を付してまで優先的検討を推奨している官民連携（特にウォーターPPP 含むコン

セッション方式導入）の推進、⑤都道府県を中心に進めている上・下水道事業そ

れぞれでの広域連携（施設の共同化など広域化）があります。 

 

４、各事業の主な政策課題 

私たち公営企業評議会は、住民の方への安定的な事業運営を追求し、公営企業

労働者の労働環境改善と労働条件向上のため、現状の課題を認識する必要があ

ります。特に、今後の人口減少は、公共サービスを維持していくうえで費用やサ

ービスが担い手の確保に直結した課題であることから具体的な対応を検討して

いく必要があります。 

(1)水道事業 

2024 年４月１日より厚生労働省より水道行政の大部分を国土交通省に移管し、

うち水道水質基準の策定等は環境省が所管し１年が経過しました。水道事業は、

原則料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本に、住民生活に欠かせない

ライフライン事業を整備し、公共サービスとして提供する役割を担っています。

今日の水道事業は、施設の大量更新期を迎えると同時に、耐震性強化によるライ

フライン機能の向上や給水人口減少に対応した資産規模の適正化等が求められ

ており、計画的に改良・更新を行う必要があるなど多くの課題を抱えています。

このような状況の中、総務省において、中長期の経営見通しに基づく経営基盤の

強化が必要であるとした上で、当面取り組むべき方策として「水道広域化推進プ

ラン」による広域化の推進」と「適切なアセットマネジメントに基づく着実な更

新投資の促進」について提言がなされています。 

水道事業の中には、人口減少、施設の老朽化等により経営環境が厳しさを増す

中で、経営規模、財源、技術力が不足しているなどの理由により、水道事業が直

面する様々な課題について、十分な対応をすることが困難と見受けられる事業

2 

を強くするどころか、景気後退につながりかねない懸念もあります。国内におい

て連合春闘では、先行大手組合の賃上げが２年連続５％を超える結果となって

います。一方中小組合においては賃上げ率５％を超えて以降、その後も維持して

検討しているものの、方針で掲げた６％以上を上回る結果にはなっておらず、大

手組合との格差は依然として是正されていません。エネルギー価格の高騰や原

材料への価格転嫁など含めて物価上昇は今もなお続いています。地方公営企業

の収入の中心である料金は、住民等の使用量により算定されています。これまで、

人口増加や企業経済活動による需要拡大を前提として見通しが立てられてきま

したが、すでに国内での人口減少は進んでおり、さらに少子化・高齢化による過

疎や人口減少が進んでいます。人口減少による使用量の減少や企業による節水

や節電が進行し、企業内での循環利用や自家エネルギーの確保、住宅等での節水

や節電機器の普及により使用量の減少も進んでおり、各事業の需要見通しと現

状は大きくかけ離れた利用状況となっています。これにより、今後の料金収入は

さらに減少が進んでいくことが見込まれます。 

さらに、戦後の日本は、高度経済成長期も含め人口の増加や企業経済活動の需

要拡大が続いてきたことから、インフラ事業拡大による地方公営企業も施設の

新設や更新など設備への集中的な投資を行ってきました。 

現在は維持管理の時代に入っている中で、耐用年数に達する老朽化施設が急

激に増えてきています。近年、設備の更新には多額の費用がかかり、今後 40 年

間で３割以上の人口減少も見込まれており、料金収入の減少も加速するなか、更

新費用の確保や施設更新の計画・設計を行う職員の確保が課題となっています。

そのため、国は積極的に官民連携の手法の一つであるウォーターPPP の導入を推

し進めようとしています。 

また、近年全国各地で頻発する地震や集中豪雨による災害によって施設の運

転や設備に重大な影響が出ました。被災自治体では、早期復旧に向けての対応や

早期供給再開に向けた対応に追われ、他の団体からの応援給水の支援体制の受

け入れについても対応に追われました。今後、実効性のある対応ができているか

検証や見直しが急務となっています。 

このような各事業に対して、現政権は「経営戦略」や「経済財政運営等諮問会

議」、「資本主義実現会議」などにおいて、事業譲渡や事業廃止、民間活用も含め

た地方公営企業の抜本的改革を推進し、民間資金の活用や人材の確保を積極的

に優先的に検討するように仕向けています。 

 

３、現状の課題 

公営事業として「安全・安心・安定」な公共サービスを持続する責務がある中

で、全国共通の課題として「ひと・もの・かね」が不充分である。 
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改革の取組が進められています。 

現状、再生可能エネルギーは太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス等、自然

界から得られる永続可能なエネルギーです。当該制度は、太陽光、風力、水力等

の再生可能エネルギーにより発電された電気について、固定価格で買い取るこ

とを電気事業者に義務付けるものであります。制度開始後、新たに太陽光発電や

中小水力発電を行う公営電気事業者が増加しています。当該制度は通常要する

経費や利潤を踏まえて、調達価格が定められているため、売電事業に要する経費

を料金収入で賄うことが可能であります。しかし、再生可能エネルギーを利用し

た売電事業を実施する場合、発電設備の設置場所の選定、天候の変動、機器の故

障、契約時点による買取価格の変動や送電網への接続可否など、様々なコストや

リスクがあることから、十分な調査により発電量や売電収入を的確に把握し想

定されるコストと比較するなど、事業性の有無を勘案して実施することが必要

であります。 

(4)工業用水 

大手民間企業の撤退や大幅な水需要の増加が見込めないなかで、高度経済成

長期に整備した施設の大量更新、耐震化等の費用の増加が見込まれています。経

営改善を実現し、地方公営企業として求められる独立採算性を確保していくた

めに、経費節減や需要開拓等これまでの努力のみならず、事業規模の適正化を図

るための取組が必要です。 

工業用水道事業は、産業振興や雇用問題、税収など地域経済に大きな影響があ

ることを認識し、工業用水道事業のあるべき経営の姿を地方公共団体で共有し

たうえで、関係部局と連携して、給水先事業所の開拓、経営効率化の取組、事業

規模の適正化を行うことが必要です。 

（５）ガス事業   

公営ガス事業にあっては、民間事業者への売却譲渡やウォーターPPP の活用な

ど年々減少しています。今一度、地域住民への公共サービスを継続するため、地

方公営企業の形態で事業を継続するにあたり、経営健全化に取り組むことが必

要です。 

ガス分野における規制緩和が進展しており、自由化領域において新規参入等が

生じた結果、他のエネルギー事業者（電力、石油会社等）との競争に加え、ガス

事業者間の競争も活発化しています。ガス市場における競争環境の整備が必要

です。ガス市場においても、低廉で安定的なガス供給を可能とするシステムの実

現に向けて、総合的な改革が求められることとなり、ガス産業のあり方や、ガス

の卸及び小売市場における需要家の選択肢拡大と競争活性化に資するシステム

のあり方について検討が行われています。その結果小売の全面自由化、料金規制

の撤廃、事業類型の抜本的見直し、一定規模以上の導管を有する事業者の小売部
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体があります。こうした中、広域化はスケールメリットによる経費削減や組織体

制の強化等の幅広い効果が期待できることから、今後の多様な広域化方策の更

なる推進を推し進めてくる可能性があります。但し上下水道で統合している事

業体については上下が分離をすることになるので慎重な対応が必用です。 

（2）下水道事業 

下水道事業は、公企評の中でも大きな課題として２点あります。 

①2027 年度より汚水管の改築に係る国費支援に関して、緊急輸送道路等の下に

埋設されている汚水管の耐震化を除き、官民連携によるウォーターPPP 導入を決

定済みであることが要件化されます。 

②下水道管路の緊急点検を今後実施していく中で、人員体制や予算が不充分で

あります。仮に民間委託するとしても民にも限界がある。機材を入れた管内調査

の技術が確立されていないため技術開発を急ぐ必要があります。 

また、秋田県で起こったマンホール事故なども踏まえると、水中ドローンなど

を活用する必要があり、その上で直営の職員配置と財政支援を継続していく必

要があります。 

さらに、人口減少に伴う収入減や施設の更新等の課題に直面しつつあり、経営

は厳しさを増しています。このような厳しい状況の中で事業を継続していくに

は、自らの経営等について的確な現状把握を行った上で、中長期的な経営の基本

計画である「経営戦略」を策定し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に

取り組むとが必要であります。各地方公共団体は、公共下水道、農業集落排水施

設、浄化槽等の各種処理施設の中から地理的・社会的条件に応じて最適なものを

選択し、計画的・効果的に整備を行い、人口減少や将来の需要予測等も踏まえ、

各種処理施設の整備区域の適切な見直しに取り組むとともに、低コストの整備

手法についても検討することが必要です。既存施設の更新に当たっては、施設・

設備の長寿命化、汚水処理施設の統廃合、汚泥処理の共同化、維持管理・事務の

共同化、最適化などの広域化等の検討を行い効率化に努め処理経費については、

分流式下水道等に要する経費の繰出基準を踏まえ、使用料で賄うべき経費と一

般会計で負担すべき経費とを明確に区分するとともに、使用料が低い水準にと

どまり、使用料で賄うべき経費を一般会計からの繰入等により賄っている地方

公共団体にあっては、早急に使用料の適正化に取り組むことが重要です。 

(３)電気事業 

電力小売の部分自由化及びその担い手となる特定規模電気事業の創設など、

電力分野において規制緩和が進んできた。東日本大震災とそれに伴う原発事故

を機に現在の電力システムの抱える問題が明らかになる中、これまでのエネル

ギー政策をゼロベースで見直し、現在及び将来の国民生活に責任あるエネルギ

ー政策を構築していくこととして、再生可能エネルギーの導入や電力システム
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ギー政策をゼロベースで見直し、現在及び将来の国民生活に責任あるエネルギ

ー政策を構築していくこととして、再生可能エネルギーの導入や電力システム
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2025現業・公企統一闘争の推進について 

 
１. ストライキ批准の成立と闘争指令権が確立されたことを踏まえ、2025 現業・公企統

一闘争の戦術については、「１時間ストライキ」とします。 
２. 第１次闘争の統一基準日である６月 20 日（金）については県本部待機態勢のもと、

１時間ストライキを配置するよう全県本部、全単組に闘争指令を発出します。 
３. ６月 20 日（金）以外に基準日を設ける県本部については、要請に基づき、別途、闘

争指令を発出することとします。 
【第１次闘争の推進にむけてのポイント】 
 現業・公企統一闘争を取り組むにあたり、人員確保を最重要課題に位置付け通年闘
争として取り組みを展開しています。その結果、現業職員の新規採用は増加傾向にあ
りますが、未だに多くの自治体では現業職員の退職不補充や安易な民間委託が拡大し、
多くの課題が生じています。改めて安定的な公共サービスの提供はもとより、災害時
において迅速で効果的な対応が可能な人員が必要です。 
 一方、現業・公企職員が配置されていない単組では、委託導入後におけるサービス
の質などの検証や価格高騰の影響に伴う委託費について分析し、課題が生じている際
は再公営化にむけた取り組みが重要です。とくに安易な民間委託の拡大に伴い、破産
申請に伴うサービスの提供停止をはじめ、委託費やサービスの質などが民間事業者の
意向に大きく影響している事案も生じていることから、民間委託導入後においても自
治体関与を強化していく必要があります。 
 こうしたことを踏まえ、第１次闘争から人員確保をはじめ、安易な民間委託の阻止
にむけた取り組みを強化するとともに、現業・公企職場を取り巻くあらゆる課題の解
決にむけ、現業・公企職員に保障されている労働二権を活用し、すべての単組で取り
組を進めていかなければなりません。「自治体現場力による質の高い公共サービスの確
立」にむけ、単組・県本部・本部が一体となって「現業・公企統一闘争」の取り組み
を推進することとします。 
 なお、具体的な取り組み内容については、第 167 回中央委員会で確認された当面の
闘争方針「2025 現業・公企統一闘争の推進」（別紙）をご参照ください。 

 
【別紙】 
第 167 回中央委員会 第２号議案「当面の闘争方針」抜粋 
 
3. 2025 現業・公企統一闘争の推進 
【闘争の基本的な考え方と目標】 
1. 住民の安全で安心な生活に必要な公共サービスを提供するため、人員確保を中心にあ
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門とガス導管部門の法的分離等を定める改正ガス事業法案（電気事業法等の一

部を改正する等の法律案）が成立しました。この改正により、ガスの小売全面自

由化が実施され、これまで小売部分について地域独占的であった部分に、他の事

業者が参入することが可能となっています。 

 公営ガス事業者においては、こうしたガスシステム改革の進展が経営に与え

る影響等について検討を加え、地域の実情や地域住民の意向等を十分に踏まえ

つつ、地方公営企業として事業を継続する場合であっても、中長期の経営見通し

の下、計画性・透明性の高い公営企業の推進に努め、業績評価の実施、積極的な

情報開示に取り組み、的確な経営判断を行う必要があります。 

 

５、公企労働者の取り組み 

地方公営企業が、住民のためのライフラインとして、低廉で「安全・安定・安

心」な公共サービスを持続し提供し続けるために、私たち労働者は事業継続のた

めの手法や体制を議論する必要があります。全事業で取り組む課題として、頻発

する自然災害への人員要求や体制の確保と危機管理を含めた甚大な被害を想定

した、実効性のある訓練や業務継続計画(BCP)の見直し、事業を持続的に運営す

るための料金や事業規模の見直しをする必要があります。その手法として、広域

連携も一手法として検討する必要がありますが、コンセッション方式の導入に

は民間が運営することのリスクが大きいことから導入には反対します。この方

式は、契約内容も膨大で緻密になることからモニタリングする職員の技術的な

継承が容易でないと考えます。 

広域連携は、広域化ありきの統合ではなく共同発注（薬品・資材等）や施設の

共同化等を優先して考えることが重要です。広域統合は、職員の派遣方式で行う

と事業体の労務管理責任が不明確となることが多いため、事前に交渉相手や勤

務労働条件の確認を行うことが重要です。 

ここまで述べてきた課題解決と私たちの労働条件改善は一体であり、提案を

受けてからでは修正や撤回をさせることは難しいため、2025 現業・公企統一闘

争に結集し、課題の解決をめざして事前に交渉していただきたいと思います。 

労働組合の取り組みは、組合役員のためではなく現場で働く一人一人の組合員

のため、参加者の皆さんがこの集会を機に要求実現のため何ができるのか考え

て実行していただきたいと思います。 
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の撤廃、事業類型の抜本的見直し、一定規模以上の導管を有する事業者の小売部

門とガス導管部門の法的分離等を定める改正ガス事業法案（電気事業法等の一

部を改正する等の法律案）が成立しました。この改正により、ガスの小売全面自

由化が実施され、これまで小売部分について地域独占的であった部分に、他の事

業者が参入することが可能となっています。 

 公営ガス事業者においては、こうしたガスシステム改革の進展が経営に与え

る影響等について検討を加え、地域の実情や地域住民の意向等を十分に踏まえ

つつ、地方公営企業として事業を継続する場合であっても、中長期の経営見通し

の下、計画性・透明性の高い公営企業の推進に努め、業績評価の実施、積極的な

情報開示に取り組み、的確な経営判断を行う必要があります。 

 

５、公企労働者の取り組み 

地方公営企業が、住民のためのライフラインとして、低廉で「安全・安定・安

心」な公共サービスを持続し提供し続けるために、私たち労働者は事業継続のた

めの手法や体制を議論する必要があります。全事業で取り組む課題として、頻発

する自然災害への人員要求や体制の確保と危機管理を含めた甚大な被害を想定

した、実効性のある訓練や業務継続計画(BCP)の見直し、事業を持続的に運営す

るための料金や事業規模の見直しをする必要があります。その手法として、広域

連携も一手法として検討する必要がありますが、コンセッション方式の導入に

は民間が運営することのリスクが大きいことから導入には反対します。この方

式は、契約内容も膨大で緻密になることからモニタリングする職員の技術的な

継承が容易でないと考えます。 

広域連携は、広域化ありきの統合ではなく共同発注（薬品・資材等）や施設の

共同化等を優先して考えることが重要です。広域統合は、職員の派遣方式で行う

と事業体の労務管理責任が不明確となることが多いため、事前に交渉相手や勤

務労働条件の確認を行うことが重要です。 

ここまで述べてきた課題解決と私たちの労働条件改善は一体であり、提案を

受けてからでは修正や撤回をさせることは難しいため、2025 現業・公企統一闘

争に結集し、課題の解決をめざして事前に交渉していただきたいと思います。 

労働組合の取り組みは、組合役員のためではなく現場で働く一人一人の組合員

のため、参加者の皆さんがこの集会を機に要求実現のため何ができるのか考え

て実行していただきたいと思います 
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 ② 委託労働者の公正労働の実現 
 ③ 委託事業者や受託企業に対する労働安全衛生体制の指導強化 
 ④ 災害対応や感染症などに対する危機管理体制の強化 
 

2025 現業・公企統一闘争の重点課題と獲得指標 
 
【現業・公企職員（会計年度任用職員を含む）が直営で配置されている単組】 
① 住民から必要とされる現業・公企職場の直営堅持 

 
 公共としての役割を果たすため、将来にわたり住民ニーズに応じた安全・安心な公
共サービスの提供にむけ、直営の必要性を労使で確認します。 
 あわせて、社会に必要不可欠な業務を担っていることを踏まえ、公共サービスの質
の向上にむけ「職の確立」の取り組みを強化します。その上で、委託提案をしないこ
とを確認します。 
 

 
② 質の高い公共サービスの確立にむけた新規採用 

 
 地域実情に応じた公共サービスの確立にむけ、安全・安心な公共サービスを安定的
に提供できる体制をはじめ、自然災害や感染症などの緊急時において迅速に対応でき
る体制を構築するとともに、定年引き上げに伴う新規採用抑制をさせず、退職者の補
充、さらなる拡充にむけ現業・公企職員の新規採用を確認します。 
 

 
③ 安定的な公共サービスの提供にむけた「再公営化」の取り組み 

 
すでに委託を行っている業務については、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉

に関する指針」などを踏まえた適切な対応を求めた上で、個人情報の保護や委託した
事務・事業に対する適切な評価・管理などの現状と課題を明らかにします。労働人口
の減少など社会情勢の変化を踏まえ、安定的な提供にむけ、課題が生じている際は再
公営化にむけ今後の運営形態について労使で協議します。 
 

 
④ 労働災害撲滅にむけた労働安全衛生の確立 

 
 現業・公企職場をはじめすべての職場から、労働災害を撲滅するため、労働安全衛
生の確立と労働災害一掃にむけた予算の確保などを当局責任で行うことを労使で確
認します。その上で、安全衛生委員会の毎月定例開催を確認するなど、労使が一体と
なって労働災害ゼロをめざし取り組みます。さらに、同じ自治体で公共サービスを担

らゆる課題解決にむけた取り組みを強化し、質の高い公共サービスの提供体制の拡充に
むけて取り組みます。その上で、公共が果たすべき役割と提供形態を見直し、持続可能
な地域にむけ、基本的な目標を「自治体現場力による質の高い公共サービスの確立」と
します。

 
【闘争の具体的日程】 
2. 取り組みの推進にむけて、以下の日程で取り組みます。 
 

 第１次闘争 第２次闘争 
職場点検・職場オルグ ２月～４月 ― 
職場討議・要求書作成 ４月18日～５月20日 ― 
要求書提出ゾーン ５月20日～６月５日 ９月22日～10月２日 
住民アピールゾーン ２月～５月 ９月１日～10月３日 
回答指定基準日 ６月６日 10月３日 
交渉強化ゾーン ６月６日～６月19日 10月３日～10月16日 
全国統一闘争基準日 ６月20日 10月17日 
協約締結強化月間 ７月 11月 

 
【闘争の重点課題】 
3. 現業・公企職場における諸課題を踏まえ、重点課題については、以下の通りとします。 
 
【現業・公企職員が配置されている単組】 
 ① 住民から必要とされる現業・公企職場の直営堅持 
 ② 質の高い公共サービスの確立にむけた新規採用 
 ③ 安定的な公共サービスの提供にむけた「再公営化」の取り組み 
 ④ 労働災害撲滅にむけた労働安全衛生の確立 
 ⑤ 誰もが安心して働き続けられる職場の確立 
 ⑥ 暫定再任用職員などを含めた技能労務職員の賃金改善の取り組み強化 
 ⑦ 現場の声を反映した政策実現 
 ⑧ 災害対応や感染症などに対する危機管理体制の強化 
 ⑨ コンセッション方式およびウォーターＰＰＰの導入や安易な事業統合の阻止 
 ⑩ 会計年度任用職員の処遇改善 
 ⑪ 事前協議制の確立およびすべての労使合意事項に対する協約の締結 
 
【現業・公企職員が配置されていない単組】 
 ① 「再公営化」にむけた業務委託後のサービス水準の検証とチェック体制の確立 
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 ② 委託労働者の公正労働の実現 
 ③ 委託事業者や受託企業に対する労働安全衛生体制の指導強化 
 ④ 災害対応や感染症などに対する危機管理体制の強化 
 

2025 現業・公企統一闘争の重点課題と獲得指標 
 
【現業・公企職員（会計年度任用職員を含む）が直営で配置されている単組】 
① 住民から必要とされる現業・公企職場の直営堅持 

 
 公共としての役割を果たすため、将来にわたり住民ニーズに応じた安全・安心な公
共サービスの提供にむけ、直営の必要性を労使で確認します。 
 あわせて、社会に必要不可欠な業務を担っていることを踏まえ、公共サービスの質
の向上にむけ「職の確立」の取り組みを強化します。その上で、委託提案をしないこ
とを確認します。 
 

 
② 質の高い公共サービスの確立にむけた新規採用 

 
 地域実情に応じた公共サービスの確立にむけ、安全・安心な公共サービスを安定的
に提供できる体制をはじめ、自然災害や感染症などの緊急時において迅速に対応でき
る体制を構築するとともに、定年引き上げに伴う新規採用抑制をさせず、退職者の補
充、さらなる拡充にむけ現業・公企職員の新規採用を確認します。 
 

 
③ 安定的な公共サービスの提供にむけた「再公営化」の取り組み 

 
すでに委託を行っている業務については、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉

に関する指針」などを踏まえた適切な対応を求めた上で、個人情報の保護や委託した
事務・事業に対する適切な評価・管理などの現状と課題を明らかにします。労働人口
の減少など社会情勢の変化を踏まえ、安定的な提供にむけ、課題が生じている際は再
公営化にむけ今後の運営形態について労使で協議します。 
 

 
④ 労働災害撲滅にむけた労働安全衛生の確立 

 
 現業・公企職場をはじめすべての職場から、労働災害を撲滅するため、労働安全衛
生の確立と労働災害一掃にむけた予算の確保などを当局責任で行うことを労使で確
認します。その上で、安全衛生委員会の毎月定例開催を確認するなど、労使が一体と
なって労働災害ゼロをめざし取り組みます。さらに、同じ自治体で公共サービスを担

らゆる課題解決にむけた取り組みを強化し、質の高い公共サービスの提供体制の拡充に
むけて取り組みます。その上で、公共が果たすべき役割と提供形態を見直し、持続可能
な地域にむけ、基本的な目標を「自治体現場力による質の高い公共サービスの確立」と
します。

 
【闘争の具体的日程】 
2. 取り組みの推進にむけて、以下の日程で取り組みます。 
 

 第１次闘争 第２次闘争 
職場点検・職場オルグ ２月～４月 ― 
職場討議・要求書作成 ４月18日～５月20日 ― 
要求書提出ゾーン ５月20日～６月５日 ９月22日～10月２日 
住民アピールゾーン ２月～５月 ９月１日～10月３日 
回答指定基準日 ６月６日 10月３日 
交渉強化ゾーン ６月６日～６月19日 10月３日～10月16日 
全国統一闘争基準日 ６月20日 10月17日 
協約締結強化月間 ７月 11月 

 
【闘争の重点課題】 
3. 現業・公企職場における諸課題を踏まえ、重点課題については、以下の通りとします。 
 
【現業・公企職員が配置されている単組】 
 ① 住民から必要とされる現業・公企職場の直営堅持 
 ② 質の高い公共サービスの確立にむけた新規採用 
 ③ 安定的な公共サービスの提供にむけた「再公営化」の取り組み 
 ④ 労働災害撲滅にむけた労働安全衛生の確立 
 ⑤ 誰もが安心して働き続けられる職場の確立 
 ⑥ 暫定再任用職員などを含めた技能労務職員の賃金改善の取り組み強化 
 ⑦ 現場の声を反映した政策実現 
 ⑧ 災害対応や感染症などに対する危機管理体制の強化 
 ⑨ コンセッション方式およびウォーターＰＰＰの導入や安易な事業統合の阻止 
 ⑩ 会計年度任用職員の処遇改善 
 ⑪ 事前協議制の確立およびすべての労使合意事項に対する協約の締結 
 
【現業・公企職員が配置されていない単組】 
 ① 「再公営化」にむけた業務委託後のサービス水準の検証とチェック体制の確立 
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となっています。改めて災害時では地域や施設を熟知した現業・公企職員が果たす役
割が大きいことを労使で確認し、防災計画などにおいて現業・公企職員の役割を明確
にすることを確認します。あわせて危機管理体制を構築するため、災害発生時におけ
る勤務・労働条件を事前に協議します。 
 感染症対策では、この間の対策を検証し、今後の感染拡大に備える危機管理体制を
構築するとともに、感染症に関する勤務・労働条件を改善し、誰もが安心して働ける
職場環境にむけ協議をします。 
 

 
⑨ コンセッション方式およびウォーターＰＰＰの導入や安易な事業統合の阻止 

 
 公企職場は、中長期的な経営基盤の強化方針・計画の検討状況の説明を求め、コン
セッション方式およびウォーターＰＰＰを含むＰＰＰ/ＰＦＩの導入についてはさら
なる人員削減による技術力の低下や災害時における対応も困難となるため、導入しな
いよう、求めます。すでに制度導入が決定している際は、住民へ事業の将来的な見通
しや料金のあり方について丁寧な説明を求めます。あわせて、上下水道で進められて
いる広域化は、地域自治と職員の勤務・労働条件に関わる事項であることから、計画
段階から労使協議の場を確保し、広域化を進める必要性がある場合は、広域連携を優
先的に検討することとし、安易な事業統合や経営の一体化を進めないよう労使で確認
します。 
 

 
⑩ 会計年度任用職員の処遇改善 

 
 会計年度任用職員の賃金・勤務労働条件は、正規職員と比較して抑制されているこ
とから、均衡・権衡に基づいた処遇改善を勝ち取ります。とくに遡及改定などの前年
度からの積み残し課題については、春闘期から継続的に交渉を積み重ねるなど取り組
みを強化します。あわせて、会計年度任用職員の課題抽出を通して、当事者である会
計年度任用職員が直接、当局交渉に参加し自らの賃金・労働条件に対し思いを訴えか
けられるよう組織化の取り組みを強化します。 
 

 
⑪ 事前協議の確立、およびすべての労使合意事項に対する協約の締結 

 
 現業・公企職員が持つ協約締結権を活用し、事前協議の協約など労働協約を締結し
ます。その上で、今闘争で労使合意に至った事項についてはすべて協約を締結します。 
 

 
  

っている委託先労働者が、安全に安心して働くことのできる職場環境の整備にむけ
て、安全衛生環境の点検などを行い、労働安全衛生法の遵守を当局と委託先企業に求
めます。 
 

 
⑤ 誰もが安心して働き続けられる職場の確立 

 
 誰もが安全で安心して働き続けられる職場環境にむけ、これまで培ってきた技術・
技能・経験を活かした現場実態に応じた職務・職場を確立します。とくに高齢期の職
員の業務内容などは、労働安全衛生法などを踏まえ、事業者責任を追及するとともに、
労使一体で構築します。あわせて多様で柔軟な働き方が可能となる制度確立にむけ、
高齢期の職員の働き方について労使で確認します。 
 

 
⑥ 暫定再任用職員などを含めた技能労務職員の賃金改善の取り組み強化 

 
 多様化する住民ニーズや地域実情に応じた公共サービスの提供に必要な人員を確
保するためには、初任給格付けの改善をはじめ、中途採用者の処遇改善を実施するこ
とが必要不可欠な状況となっています。このため各県本部・各単組では、技能労務職
員の賃金抑制が続いている要因を明らかにし、現業・公企職員の賃金については労使
合意が大前提の下、職務の責任に応じた賃金改善を確認します。あわせて、定年前再
任用短時間勤務職員や暫定再任用制度については、業務実態を踏まえ、業務量・責任
に応じた賃金改善を行います。 
 

 
⑦ 現場の声を反映した政策実現 

 
 少子・高齢化が加速し住民が求める公共サービスが多種・多様化する中、住民ニー
ズを的確に捉えた公共サービスを提供するためには、住民・利用者に一番身近で接し
ている現業・公企職員の技術・技能・経験が必要不可欠であることを労使で確認しま
す。その上で「ふれあい収集」や「学童保育への給食提供」などの実例を踏まえ、地
域実情に応じた公共サービスの提供にむけ、現業・公企職員が培ってきた知識や経験
が活かせる労使協議の場を設置します。 
 

 
⑧ 災害対応や感染症対策など危機管理体制の強化 

 
 各地で自然災害が頻発する中、災害対応では、初動体制や復興支援において人員不
足を理由としたさまざまな課題が発生し、住民の生命と財産を守ることが困難な状況
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となっています。改めて災害時では地域や施設を熟知した現業・公企職員が果たす役
割が大きいことを労使で確認し、防災計画などにおいて現業・公企職員の役割を明確
にすることを確認します。あわせて危機管理体制を構築するため、災害発生時におけ
る勤務・労働条件を事前に協議します。 
 感染症対策では、この間の対策を検証し、今後の感染拡大に備える危機管理体制を
構築するとともに、感染症に関する勤務・労働条件を改善し、誰もが安心して働ける
職場環境にむけ協議をします。 
 

 
⑨ コンセッション方式およびウォーターＰＰＰの導入や安易な事業統合の阻止 

 
 公企職場は、中長期的な経営基盤の強化方針・計画の検討状況の説明を求め、コン
セッション方式およびウォーターＰＰＰを含むＰＰＰ/ＰＦＩの導入についてはさら
なる人員削減による技術力の低下や災害時における対応も困難となるため、導入しな
いよう、求めます。すでに制度導入が決定している際は、住民へ事業の将来的な見通
しや料金のあり方について丁寧な説明を求めます。あわせて、上下水道で進められて
いる広域化は、地域自治と職員の勤務・労働条件に関わる事項であることから、計画
段階から労使協議の場を確保し、広域化を進める必要性がある場合は、広域連携を優
先的に検討することとし、安易な事業統合や経営の一体化を進めないよう労使で確認
します。 
 

 
⑩ 会計年度任用職員の処遇改善 

 
 会計年度任用職員の賃金・勤務労働条件は、正規職員と比較して抑制されているこ
とから、均衡・権衡に基づいた処遇改善を勝ち取ります。とくに遡及改定などの前年
度からの積み残し課題については、春闘期から継続的に交渉を積み重ねるなど取り組
みを強化します。あわせて、会計年度任用職員の課題抽出を通して、当事者である会
計年度任用職員が直接、当局交渉に参加し自らの賃金・労働条件に対し思いを訴えか
けられるよう組織化の取り組みを強化します。 
 

 
⑪ 事前協議の確立、およびすべての労使合意事項に対する協約の締結 

 
 現業・公企職員が持つ協約締結権を活用し、事前協議の協約など労働協約を締結し
ます。その上で、今闘争で労使合意に至った事項についてはすべて協約を締結します。 
 

 
  

っている委託先労働者が、安全に安心して働くことのできる職場環境の整備にむけ
て、安全衛生環境の点検などを行い、労働安全衛生法の遵守を当局と委託先企業に求
めます。 
 

 
⑤ 誰もが安心して働き続けられる職場の確立 

 
 誰もが安全で安心して働き続けられる職場環境にむけ、これまで培ってきた技術・
技能・経験を活かした現場実態に応じた職務・職場を確立します。とくに高齢期の職
員の業務内容などは、労働安全衛生法などを踏まえ、事業者責任を追及するとともに、
労使一体で構築します。あわせて多様で柔軟な働き方が可能となる制度確立にむけ、
高齢期の職員の働き方について労使で確認します。 
 

 
⑥ 暫定再任用職員などを含めた技能労務職員の賃金改善の取り組み強化 

 
 多様化する住民ニーズや地域実情に応じた公共サービスの提供に必要な人員を確
保するためには、初任給格付けの改善をはじめ、中途採用者の処遇改善を実施するこ
とが必要不可欠な状況となっています。このため各県本部・各単組では、技能労務職
員の賃金抑制が続いている要因を明らかにし、現業・公企職員の賃金については労使
合意が大前提の下、職務の責任に応じた賃金改善を確認します。あわせて、定年前再
任用短時間勤務職員や暫定再任用制度については、業務実態を踏まえ、業務量・責任
に応じた賃金改善を行います。 
 

 
⑦ 現場の声を反映した政策実現 

 
 少子・高齢化が加速し住民が求める公共サービスが多種・多様化する中、住民ニー
ズを的確に捉えた公共サービスを提供するためには、住民・利用者に一番身近で接し
ている現業・公企職員の技術・技能・経験が必要不可欠であることを労使で確認しま
す。その上で「ふれあい収集」や「学童保育への給食提供」などの実例を踏まえ、地
域実情に応じた公共サービスの提供にむけ、現業・公企職員が培ってきた知識や経験
が活かせる労使協議の場を設置します。 
 

 
⑧ 災害対応や感染症対策など危機管理体制の強化 

 
 各地で自然災害が頻発する中、災害対応では、初動体制や復興支援において人員不
足を理由としたさまざまな課題が発生し、住民の生命と財産を守ることが困難な状況
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【現業・公企職員（会計年度任用職員を含む）が直営で配置されていない単組】 
① 「再公営化」にむけた業務委託後のサービス水準の検証とチェック体制の確立 

 
 現在、委託が行われている業務のサービス水準や委託費について検証を求め、適正
な業務が行われているかについて評価・管理できる体制を確立します。委託業者によ
るサービスの提供が停止している事案も発生していることから、「労務費の適切な転
嫁のための価格交渉に関する指針」を踏まえ、適切な対応を求めるとともに、委託導
入後の課題を洗い出した上で安定的なサービス提供にむけ、課題が生じている際は再
公営化にむけた議論をします。 
 

 
② 委託労働者の公正労働の実現 

 
 質の高い公共サービスの確立にむけ、総合評価制度、あるいは最低制限価格制度等
を行うとともに、公契約条例を制定するなど委託先労働者の賃金・労働条件を改善し、
公正労働を実現します。 
 

 
③ 業務委託受託企業に対する労働安全衛生体制の指導強化 

 
 すべての公共サービス職場から労働災害を一掃するため、毎月１回以上の安全衛生
委員会の開催など各職場における労働安全衛生活動を点検します。その上で、委託事
業者が法令を遵守していない状況であれば、当局責任の下、是正を行うことを確認し
ます。 
 

 
④ 災害対応や感染症対策など危機管理体制の強化 

 
 災害時対応では、安定的な公共サービスの提供にむけ、事前に十分な協議を行い、
発災時対応が迅速に行われることを確認します。あわせて、感染症対策では感染拡大
時に業務に支障をきたすことのないよう、危機管理体制の強化にむけ、必要な改善を
求めます。 
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年 月 日 
国土交通大臣 
 中野 洋昌 様 

全日本自治団体労働組合   
中央執行委員長 石上 千博  

 

2026 年度政府予算編成に関する要請書（案） 
   
 日ごろから，国土交通行政の推進にご尽力されている貴職に敬意を表します。 
2026 年度の予算編成および課題解決にむけて予算の策定がはかられますよう、
以下の通り要請いたします。 
 
【上下水道事業推進のための予算確保】 
１．上下水道行政について、引き続き水道事業・下水道事業が安定した事業推進
を行えるよう、必要な予算確保を行うこと。 

 
【ウォーターPPP】 
１．ウォーターPPPに関しては、管理・更新一体マネジメントの後、コンセッシ
ョンへ移行する方式であり、自治体の関与が希薄となり、人材や技術力が失わ
れ、サービスの悪化を招く恐れがある。制度の導入にあたっては各事業体の判
断によるものとし、国が今後ガイドラインを作成するにあたり強引な誘導を
推し進めないこと。 

  また、各種補助金・交付金に関して、ウォーターPPPの導入を交付要件とし
ないこと。 

 
【災害復旧・災害応援】 
１．2024年１月１日に発生した能登半島地震において、改めてライフラインの重
要性が認識された。引き続き大地震や集中豪雨等の自然災害から早期の復旧、
復興に必要な予算の確保や人的支援による被災地の支援継続など、国として
必要な措置を講じること。 

    
２. 大規模地震や自然災害に対応するための応急給水資機材（組立式給水タン
クなど）の整備に係る費用を国庫補助対象とすること。 
また、給水車を運転するために必要な免許取得費用について、必要な補助制

度を設けること。 
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2026 年度政府予算編成に関する要請書（案） 
   
 日ごろから，国土交通行政の推進にご尽力されている貴職に敬意を表します。 
2026 年度の予算編成および課題解決にむけて予算の策定がはかられますよう、
以下の通り要請いたします。 
 
【上下水道事業推進のための予算確保】 
１．上下水道行政について、引き続き水道事業・下水道事業が安定した事業推進
を行えるよう、必要な予算確保を行うこと。 

 
【ウォーターPPP】 
１．ウォーターPPPに関しては、管理・更新一体マネジメントの後、コンセッシ
ョンへ移行する方式であり、自治体の関与が希薄となり、人材や技術力が失わ
れ、サービスの悪化を招く恐れがある。制度の導入にあたっては各事業体の判
断によるものとし、国が今後ガイドラインを作成するにあたり強引な誘導を
推し進めないこと。 

  また、各種補助金・交付金に関して、ウォーターPPPの導入を交付要件とし
ないこと。 

 
【災害復旧・災害応援】 
１．2024年１月１日に発生した能登半島地震において、改めてライフラインの重
要性が認識された。引き続き大地震や集中豪雨等の自然災害から早期の復旧、
復興に必要な予算の確保や人的支援による被災地の支援継続など、国として
必要な措置を講じること。 

    
２. 大規模地震や自然災害に対応するための応急給水資機材（組立式給水タン
クなど）の整備に係る費用を国庫補助対象とすること。 
また、給水車を運転するために必要な免許取得費用について、必要な補助制

度を設けること。 

＜第１分科会＞
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【PFAS】 
１. 有機フッ素化合物（PFAS）の一種である PFOS・PFOA については、健康への 
影響が懸念されており、科学的知見に基づき調査研究が進められている。水道
水においては、水質に係る暫定目標値が設定されており、水質検査に関しても
水質管理目標設定項目から水質基準項目への引き上げられる。 
このような状況のなか現場対応を迫られる各水道事業体に対して、環境省と

連携し必要な措置を講じるとともに、速やかに情報を提供すること。 
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  中野 洋昌 様 

全日本自治団体労働組合   
中央執行委員長 石上 千博  

 

2026 年度政府予算編成に関する要請書（案） 
   
 日ごろから，国土交通行政の推進にご尽力されている貴職に敬意を表します。 
2026 年度の予算編成および課題解決にむけて予算の策定がはかられますよう、
以下の通り要請いたします。 
 
【ウォーターPPP】 
１. 「下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン」
の改定が行われたが、コンセッション導入後の検証を行い、今後課題が生じた
場合には、速やかに精査・共有化し、導入の検討を進めている事業管理者に認
識をさせることから、有効なモニタリングを行うための職員体制づくりや技
術力の確保を促すこと。また、災害時対応における責任の明確化や早期復旧に
むけた取り組み手法等、住民が安全・安心できる対応策を講じること。 

 
２.「PPP／PFI推進アクションプラン（令和６年改訂版）」にてウォーターPPPの
推進がさらに強化されたが、導入にあたっては各自治体の判断によるものと
すること。また、ウォーターPPPの導入を汚水管の改築更新に対する交付金の
要件とすることは、自治体の実情にそぐわない民営化・委託化の推進に繋がる
懸念があるため、安易な導入を避けるためにもこの要件を撤廃すること。 

 
３．「下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.3版」において導入
までのガイドラインが公表されたが、今後、改定するにあたっては、市民生活
を守ることを第一とし、災害や事故が発生した際に的確な対応ができる体制
を作る必要がある旨を記載すること。 
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むけた取り組み手法等、住民が安全・安心できる対応策を講じること。 

 
２.「PPP／PFI推進アクションプラン（令和６年改訂版）」にてウォーターPPPの
推進がさらに強化されたが、導入にあたっては各自治体の判断によるものと
すること。また、ウォーターPPPの導入を汚水管の改築更新に対する交付金の
要件とすることは、自治体の実情にそぐわない民営化・委託化の推進に繋がる
懸念があるため、安易な導入を避けるためにもこの要件を撤廃すること。 
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【下水道行政】 
１. 次年度の予算編成に際しては、特徴的事項を明確にし、下水道（汚水処理） 
サービスや人員の確保、技術継承を想定して、予想される効果などを具体に提
示すること。下水道事業は、広域的な受益をもたらすものであることから、国
庫補助を前提に建設・改築更新してきた経緯を踏まえて、現在の補助率の維持
ができるよう関係省庁との調整を継続すること。また、地域の課題や実情に応
じた対応が可能になるようにすること。 

 
２. ＤＸ・ＩＣＴの活用を推進するにあたっては、中小事業体がより計画的・効 
率的な改築・維持管理を推進するためのマネジメントサイクルを容易に確立で
きるよう、ガイドラインの精査をするとともに、実効性のあるものとするため、
財政的・技術的な支援をし、フォローアップを行うこと。また、技術職確保の
ためにも、ＤＸ・ＩＣＴ活用の目的は業務の省力化であることを明らかにする
とともに、各自治体に対し、人員の削減につなげることのないよう周知徹底す
ること。 

 
３. 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた下水道の課題を解消していく 
ため、『グリーンイノベーション下水道』の実現にむけた様々な施策が行われ
ていくが、これらの施策を検証し下水道事業の運営に対する影響について適宜
公表すること。また、各自治体が脱炭素化を計画するにあたって、財政的、技
術的支援を行うこと。 

 
【災害対策強化】 
１. 地震をはじめ、近年の台風や集中豪雨等の自然災害、さらには施設の破損
等といった事故による甚大な被害に対し、被災地の情報の収集および提供を
継続するとともに、的確な支援をすること。引き続き各自治体に対し、災害対
応マニュアルやＢＣＰなどが実践的なものとなるよう、この間の事例を踏ま
えつつ、訓練によるブラッシュアップの必要性を周知し、各省庁における横断
的な課題が生じた際には支援を行うこと。 

  また、広域・流域下水道でのＢＣＰ策定や訓練の実施について実例の発信や
技術支援等を行うこと。 

 
 
 
 
 

２. 災害により甚大な被害が発生した場合には、被災施設の復旧状況を見極め、 
予算措置や人員確保について、完全復旧まで支援を継続すること。また、復興
支援に関して、長期的な人材派遣ができるよう通常時の人員体制を含め予算の
確保を推奨し、早期復興のため調査並びに手続きの一層の簡素化をはかること。
また、支援事業者との協力体制の構築をはかること。 

 
３. 近年の豪雨災害等を踏まえ、下水道管理者による内水氾濫防止と河川管理 
者による河川氾濫防止のため、より緻密な関係間連携の強化を図れるよう技術
的な支援等を行うこと。 

 
【災害復興支援】 
１． 被災地域の復興について、当該自治体の要望・意見を十分に聞き地域の特
性やニーズを踏まえた支援方策を引き続き検討すること。また、人材不足や資
材不足が復興の弊害とならないよう状況を注視し、円滑な施工が確保される
よう適切な対応に努めること。また、災害の影響による大幅な人口減少や下水
処理区域の縮小によって使用料収益が大幅に減少し、将来の事業見通しが立
てられないでいる各自治体および事業体に対し、持続的な事業運営ができる
ようより一層の支援を行うこと。 

 
２． 能登半島地震の復旧事業について、被災地域の早期復興にむけ手続きの一
層の簡素化をはかるとともに、早期復興がスムーズに進捗することができる
よう、引き続き支援を行うこと。 
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部会報告

別冊
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 ハラスメント防止にむけて「自治労本部トップメッセージ」 
 

 

 自治労運動に関わる、あらゆる場所・時間でのハラスメント行為の一掃をめざし、自治

労本部中央執行委員長として、次のとおり、行動することを宣言します。 

 

1. 自治労は、パワーハラスメント、セクシャルハラスメント（性自認・性的指向に基づ

くハラスメントを含む）、妊娠・出産や育児・介護休業等に関するマタニティーハラス

メント、パタニティハラスメント、カスタマーハラスメントなど、相手の人格や尊厳を

侵害し、精神的・身体的な苦痛を与える行為など、あらゆるハラスメント行為を許しま

せん。 

2. 教育・研修などを通じて、ハラスメント防止の啓発に取り組み、ハラスメント行為を

許さない組織風土をめざします。 

3. とくに、組合員が日々働く職場や、組合活動の拠点となる組合書記局（組合事務所）

でのハラスメント行為、ハラスメントと思われる行為を黙認しません。 

4. この宣言は、自治労組合員のみならず、自治労運動に関係する全ての方々を対象とし

ます。また、自治労運動に関わる、あらゆる場所・時間での行為を対象とします。 

 

 2023年11月27日 

全日本自治団体労働組合     

中央執行委員長 石 上 千 博  
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自治労本部主催会議・集会のハラスメント防止にむけた対応 
 

 

 自治労本部は、「トップメッセージ」（2023年11月27日中央執行委員会確認）において、

自治労運動に関係するすべての方々を対象に、「自治労運動に関わる、あらゆる時間・場

所でのハラスメントを一掃する」と宣言しました。 

 こうした宣言を確認したにも拘わらず、自治労本部主催の会議・集会において、県本

部・単組参加者の間で、複数回、ハラスメント行為（疑いも含む）を受けたとの訴えを受

けています。 

 ハラスメント撲滅を掲げる自治労は、一般の企業・団体以上にハラスメント防止の責任

を負っています。 

 自治労本部は、これらの責任を自覚し、組合員が会議・集会に安心、安全に参加いただ

くため、主催者として以下の通り対応をはかります。 

 ご理解とご協力をお願いします。 
 
1. 酒宴をともなう懇親会について 

  過去に発生した事案では、酒宴をともなう懇親会に参加し、泥酔状態となった参加者

から、不必要な身体接触や性的言動を受けたとする事案が発生しています。 

  これ以上、深刻な被害を発生させないため、自治労本部としては、酒宴をともなう懇

親会を全面的な禁止とすべき状況にあると認識しています。 

  しかし、自治労本部主催の会議・集会においては、組合員相互の交流機会も重要であ

ることから、参加者に対して、最低限の措置として本部主催または私的な懇親会も含め、

酒宴をともなう会は一次会のみとし、二次会の禁止を求めます。 

  酒宴をともなう一次会を開催する場合であっても、組合員相互の貴重な交流機会とと

らえ、節度をもった行動をよろしくお願いします。 
 
2. 本会議・集会で、ハラスメント行為（疑いを含む）の訴えを受けた際の自治労本部の

対応について 

 ① 安全、安心な会議・集会の場を提供するため、主催者として状況把握のために聞き

取りを行います。 

 ② 本部が聞き取った内容について、希望に応じて、本部から行為者（疑いを含む）、

行為者が所属する県本部・単組に通知することができます。 

 ③ 状況把握で聞き取った内容は、プライバシー保護に留意しつつ、会議・集会担当の

自治労本部役職員、集会等を所管する自治労本部責任者、自治労本部ハラスメント対

策委員会事務局、行為者が所属する県本部責任者（委員長・書記長）に限定し、共有

します。 

 ④ 状況把握の聞き取りを行い、主催者として、集会の運営に支障をきたす行為と判断

する場合、または、被害者の心身の安全確保が必要と判断する場合は、行為者に途中

退席を求めます。 

 ⑤ 不適切な行為と判断された場合であっても、行為者の人事上の処分（懲戒等）は、

所属先の県本部・単組が行うものであり、本部が行うことはできません。 
 
 2024年11月25日 

全日本自治団体労働組合     

中央執行委員長 石 上 千 博  
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 ④ 状況把握の聞き取りを行い、主催者として、集会の運営に支障をきたす行為と判断

する場合、または、被害者の心身の安全確保が必要と判断する場合は、行為者に途中

退席を求めます。 

 ⑤ 不適切な行為と判断された場合であっても、行為者の人事上の処分（懲戒等）は、

所属先の県本部・単組が行うものであり、本部が行うことはできません。 
 
 2024年11月25日 

全日本自治団体労働組合     

中央執行委員長 石 上 千 博  
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